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補助金申請のための災害等報告書の作成に係る留意事項 

 

災害報告書は補助金の採択要件を満たすこと、経費の必要性や数量・単価の根拠を確認する資

料となる。災害等廃棄物処理事業費補助金及び廃棄物処理施設災害復旧事業費補助金の申請方

法等に係る手続き等の詳細は「災害関係業務事務処理マニュアル（環境省環境再生・資源循環局

廃棄物適正処理推進課 令和 5 年 12 月改訂）」に示されている。災害関係業務事務処理マニュ

アルは詳細に記載されているため、発災時に全ての内容を理解することが困難であるため、本検

討では、災害関係業務事務処理マニュアルを自治体職員にも理解しやすいように、特に留意すべ

き事項の概要を整理し取りまとめるものである。 

 

１．災害報告書、災害査定への備え（初動時からの準備） 

初動時の対応として、仮置場の設置や運用等の対応は重要であるが、同時に、災害査定に

向けての災害報告書の作成も重要である。補助申請に必要な根拠資料を発災直後から整え

る体制、準備も忘れてはならない。 

災害査定の日程は、災害発生から約２～３か月後に実施されることが多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：環境省・常総市 平成 27 年９月関東・東北豪雨により発生した災害廃棄物処理の記録 平

成２９年３月 
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図 1 災害発生から災害査定までの流れ 

 

１．１ 災害廃棄物処理に係る市町村の課題 

 災害廃棄物処理に係る市町村の課題として表 1 の様な項目があげられ、膨大な書類準備が必

要な補助金申請の対応に市町村廃棄物部局職員が苦慮する事例がこれまでに多く見られている。 

 

表 1 市町村の現状 

 慢性的な職員不足 

 現場対応に人が割かれる 

 技術職員は不在、処理は外部委託の場合も多い 

 財政難（補助金が無いと処理が進まない） 

 地元の業者も不慣れ 

 

災害廃棄物処理の流れと対応する災害廃棄物等処理事業の関係性を図 2 に示す。災害廃棄物

処理は、まず被災家屋から発生した片付けごみの収集運搬から始まる。片付けごみのほかに解

体家屋があり、これらが各種仮置場に運ばれ処理が行われる。 
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図 2 災害廃棄物処理の流れと対応する災害廃棄物等処理事業の関係性 

 

 

災害査定は事業完了前に実施されるため、事業の数量・経費は実施済みの出来高だけでなく

実施前の推計量も使用されることに留意が必要である。実施済みの出来高は実施済みのエビデ

ンスを示しやすいが、推計量は客観的に妥当性のある推計方法や根拠を明示する必要がある。

特に家屋被害棟数、災害廃棄物発生量、解体家屋数等は災害査定時には推計量を用いる必要が

ある場合が多い。推計方法は災害種別や被災状況に応じて適切な方法を検討することが必要と

なる。 

  

出典：環境省・常総市 平成 27 年９月関東・東北豪雨により
発生した災害廃棄物処理の記録 平成２９年３月 

【ポイント】 

災害報告書の作成に当たっては、被災

経験がある自治体から実際の災害報告

書の写しを借用し参照することが災害報

告書の作成に極めて有用である。 
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【初動から特に留意すべき事項：エビデンスの記録】 

 補助金申請に係る災害報告書作成に当たっては、各種事業を適切に記録しておくことが必要

であるが、発災後直後の自治体職員は混乱と多忙を極めることとなり、これらの記録が不十分

であり災害報告書作成時に苦労する事例が多数確認されている。このため、発災時の初動対応

から災害報告書の作成を念頭に置いて各種記録を残すことが望ましい。 

 

表 2 初動から特に留意すべき事項 

写真 ほぼ全ての作業において各種写真を撮影し

ておくことが望ましい。特に廃棄物や土砂の

発生状況や仮置き状況等片づけてからでは

撮影できないものは必ず撮影しておく。 

 

仮置場設置 

運営管理情報 

市町村が設置する仮置場について、どの場

所にいつからどのくらいの期間設置したかを

写真と併せて記録する。発災直後に必要と

なる集積所等は、開設時期が早く、市の管

理が行き届かない場合や、未管理仮置場が

発生する場合があるので留意が必要であ

る。 

 

作業日報 業務を委託する事業者に対して、どの作業

に何人日（員数）が掛かったか証明できるよ

うに作業日報の記録・提出を指示する。ま

た、市町村職員の作業日報や作業内容全

体の日誌を記録することが望ましい。 

 

伝票 事業に使用する重機や収集運搬車両他、

資機材の使用履歴が確認できる各種伝票

を作成・保管することを指示する。 
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２．災害報告書の構成 

災害報告書は事業費見込額を含む、事業の概要を記載する「災害報告書鑑」と添付資料で構

成される。 

表 3 災害報告書の構成例 

○災害報告書（鑑） 

○事業費算出内訳（別紙） 

○添付資料 

（１）気象データ 

（２）行政区域図等 

（３）被災写真（被災状況、仮置場） 

（４）廃棄物発生量推計（処理フロー図） 

（５）事業費算出内訳の根拠資料 

 

出典：災害関係業務事務処理マニュアル（環境省 令和 5 年 12 月改訂）に加筆 

地図や写真、処理フローなどは、災害報
告書に添付したものの他、査定会場にお
いて、別途提示することも可能。特に机上
調査の場合、査定官・立会官は地図や写
真等の資料のみをもって被害状況を判断
し、事業費を査定することになるので十分
な資料を提示できるよう準備しておくことが
ポイント。 

各経費の根拠資料には、マニュアル記載
の関係書類を添付する。査定の場では、
数量の根拠、単価の根拠、契約方法を個
別に確認するのでそれぞれの項目につい
て説明できるように十分に準備しておくこと
がポイント。添付しきれなかった資料は査
定の場で積極的に追加提示して説明する
ことが重要。 
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２．１ 災害報告書鑑の作成例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：災害関係業務事務処理マニュアル（環境省 令和 5 年 12 月改訂） 
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  出典：災害関係業務事務処理マニュアル（環境省 令和 5 年 12 月改訂） 



51 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：災害関係業務事務処理マニュアル（環境省 令和 5 年 12 月改訂） 
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出典：災害関係業務事務処理マニュアル（環境省 令和 5 年 12 月改訂） 
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２．２ 気象データの作成例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

気象庁観測地点は原則として最寄のデー

タを使用する。必要に応じて気象庁以外の

観測地点データも活用する。 

出典：災害関係業務事務処理マニュアル（環境省 令和 5 年 12 月改訂） 

出典：気象庁 HP を基に作成 



54 

２．３ 行政区域図の作成例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
出典：災害関係業務事務処理マニュアル（環境省 令和 5 年 12 月改訂） 
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イメージ 

被災範囲の概要や仮置場
の位置を明示 

被災範囲の詳細や写真撮影
位置を明示 

一次仮置場（例） 

全域図 

被災箇所拡大図 

出典：地理院地図 HP 画像を基に作成 



56 

２．４ 被災写真の作成例 

 

 

  

出典：災害関係業務事務処理マニュアル（環境省 令和 5 年 12 月改訂） 
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実際の写真整理例 

出典：平成 30 年 7 月豪雨に伴う広島市の災害廃棄物処理の記録 
（令和 3 年 3 月 環境省中国四国地方環境事務所 広島市） 
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出典：災害関係業務事務処理マニュアル（環境省 令和 5 年 12 月改訂） 
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  実際の仮置場配置図例 

出典：平成 30 年 7 月豪雨に伴う広島市の災害廃棄物処理の記録 
（令和 3 年 3 月 環境省中国四国地方環境事務所 広島市） 
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被災状況写真は、被災現場や仮置場状
況に限らず、事業に係る作業はできる限り
写真を取っておくことが望ましい。仮置場の 
状況写真は UAV 等による空中写真がある

とその後の管理に有用となる。 

出典：災害関係業務事務処理マニュアル（環境省 令和 5 年 12 月改訂） 
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出典：平成 30 年 7 月豪雨に伴う広島市の災害廃棄物処理の記録 
（令和 3 年 3 月 環境省中国四国地方環境事務所 広島市） 

実際の写真整理例 
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２．５ 災害廃棄物発生量の推計資料作成例 

  

出典：災害関係業務事務処理マニュアル（環境省 令和 5 年 12 月改訂） 

災害廃棄物発生量の推計には「災害廃棄物対策指針」に示される被害状況ご
との原単位を、全壊、半壊等の推計被害棟数にかけ合わせて算出する方法が
一般的である。しかしながら、被害棟数の正確な数は初動期には把握すること
が難しいことに留意が必要である。また、廃棄物の種類ごとの組成比は、災害
種類や地域特性により異なり複雑であるため、その推計には高知県、環境省、
D.waste-Net 等の技術支援を受けることも有用である。 
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実際の処理実行計画の処理フロー（南房総市の例） 

出典：南房総市災害廃棄物処理実行計画 令和元年 11 月 

出典：災害関係業務事務処理マニュアル（環境省 令和 5 年 12 月改訂） 
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２．６ 事業費算出内訳の根拠資料 

事業費算出内訳とは、算出した事業費の明細資料を指す。事業費算出内訳の作成にあたり、

積算単価、数量の根拠が確認できる資料、委託契約書や支出額が証明できる資料を整理するこ

とが必要となる。また、発議書や見積書、委託契約書、請求書、支払い伝票といった根拠資料

が多岐にわたるため作成に大変手間と時間がかかり、災害報告書の作成で最も市職員への負担

がかかる項目となる。 

 

 

  

事業費算出内訳の構成例 

出典：災害関係業務事務処理マニュアル（環境省 令和 5 年 12 月改訂） 
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出典：災害関係業務事務処理マニュアル（環境省 令和 5 年 12 月改訂）に加筆 

随意契約時にも三者見積が必要
となることに留意が必要。不明点は
高知県や中国四国地方環境事務
所へ相談することが望ましい。 

災害報告書の作成特に事業費算出

内訳の作成に当たっては、被災経験

がある自治体から実際の災害報告書

の写しを借用し参照することが災害報

告書の作成に極めて有用である。 
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実際の災害報告書の事業費算出内訳記載例 
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  実際の災害報告書の添付業務委託契約書の例 
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３．災害等廃棄物処理事業費補助金及び廃棄物処理施設災害復旧事業費補助金の申請方法等に

係る手続き等で参考となる資料等 

 

・「災害関係業務事務処理マニュアル」（環境省環境再生・資源循環局廃棄物適正処理推進課 令

和 5 年 12 月改訂） 

 

・「災害等廃棄物処理事業費補助金及び廃棄物処理施設災害復旧費補助金 交付要綱等」（環境省

HP  https://www.env.go.jp/recycle/waste/disaster/subsidy/index.html） 

 

・「市町村向け災害廃棄物処理行政事務の手引き」（平成 30 年 3 月 環境省東北地方環境事務所 

関東地方環境事務所） 

 

・「模擬的な災害報告書」（令和 3 年 3 月 中国四国地方環境事務所） 

 

※マニュアル等は頻繫に改定されることから、最新版を確認する必要がある。 


